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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第16期

第３四半期累計期間
第16期

第３四半期会計期間
第15期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 3,023,381 1,006,104 4,788,227

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △48,830 △20,739 241,377

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) 26,236 △13,694 △192,131

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) ― 260,782 260,782

発行済株式総数 (株) ― 12,300 12,300

純資産額 (千円) ― 1,396,825 1,461,489

総資産額 (千円) ― 5,395,737 5,928,302

１株当たり純資産額 (円) ― 122,743 118,820

１株当たり四半期純利
益又は四半期(当期)純
損失(△)

(円) 2,161 △1,158 △15,620

潜在株式調整後１株当
たり四半期(当期)純利
益

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ 4,500

自己資本比率 (％) ― 25.9 24.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 790,652 ― 862,825

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △150,146 ― △676,781

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △350,079 ― △749,175

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 594,454 304,028

従業員数 (名) ― 60 62
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(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため記載しておりません。

４　第16期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。第16期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在せず、１株当たり四半期純損失であるため記載

しておりません。潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 60

(注) 臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 生産高(千円)

建設請負事業 409,773

合計 409,773

(注) １　金額は、工事原価によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

建設請負事業 437,669 2,174,928

不動産販売事業 310,687 ─

合計 748,356 2,174,928

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 販売高(千円)

建設請負事業 482,409

不動産販売事業 313,950

不動産賃貸事業 205,629

その他 4,115

合計 1,006,104

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱創成コーポレーション 195,000 19.4

京都市西京区内個人顧客 155,238 15.4

㈱セフティ 121,666 12.1

京都府相楽郡精華町内個
人顧客

110,000 10.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社シード(E00302)

四半期報告書

 4/24



２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1)　経営成績の分析

当第３四半期会計期間は、売上高が1,006,104千円でありましたが、営業損失8,894千円、経常損失

20,739千円、四半期純損失13,694千円となりました。

その要因として、売上原価の増加による利益率の低下、人件費は減少しているものの、他の販売費

及び一般管理費が全体的に増加し、さらに支払利息により損失の拡大となりましたが、最終的に法人

税等調整額により損失が縮小となる結果となりました。

　

(2)　財政状態の分析

　　　(資　産)

流動資産は、前事業年度末に比べて17.4％減少し、3,057,059千円となりました。これは、現金及び

預金が254,381千円増加し、完成工事未収入金が456,394千円、販売用不動産が126,992千円、仕掛販売

用不動産が247,774千円、有価証券が40,104千円それぞれ減少したことなどによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて5.0％増加し、2,338,678千円となりました。これは、土地が

49,949千円、繰延税金資産が89,446千円それぞれ増加し、建物が10,875千円、構築物が10,984千円そ

れぞれ減少したことなどによります。

この結果、資産合計は、前事業年度末に比べて9.0％減少し、5,395,737千円となりました。

　

　　　(負　債)

流動負債は、前事業度末に比べて25.5％減少し、1,612,476千円となりました。これは、工事未払金

が137,678千円、短期借入金が310,799千円、未成工事受入金が28,900千円、店舗閉鎖損失引当金が

39,292千円それぞれ減少したことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて3.7％増加し、2,386,435千円となりました。これは、長期借入金

が80,801千円、預り保証金が36,414千円それぞれ増加したことなどによります。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて10.5％減少し、3,998,912千円となりました。

　

　　　(純資産)

純資産合計は、前事業年度末に比べて4.4％減少し、1,396,825千円となりました。これは、利益剰余

金が29,113千円減少、自己株式が34,960千円増加したことなどによります。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期会計期間末に比べて179,212

千円減少し、594,454千円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは238,096千円の増加となり

ました。

その主な内訳は、賞与引当金の減少が16,900千円、預り保証金の減少が16,627千円ありましたが、

減価償却費42,796千円、たな卸資産の減少が158,872千円及び未成工事受入金の増加が86,850千円

あったことにより資金増加となりました。

その結果、当第３四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは790,652千円の増

加となりました。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは11,698千円の増加となりま

した。

その主な内訳は、有形固定資産の取得による支出が54,028千円ありましたが、定期預金の払戻によ

る収入が30,000千円、有価証券の償還による収入が40,000千円あったことにより資金増加となりま

した。

その結果、当第３四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは150,146千円の減

少となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは429,007千円の減少となり

ました。

その主な内訳は、短期借入れによる収入が100,000千円ありましたが、短期及び長期借入れの返済

が493,966千円、自己株式の取得による支出が34,960千円あったことにより資金減少となりました。

その結果、当第３四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは350,079千円の減

少となりました。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社を取り巻く事業環境は、より一層の厳しい様相を呈しております。米国のサブプライムローン

問題に端を発した金融不安に続き、世界的に実体経済にも影響が及んできております。原油高による

影響があった建築資材価格は改善されつつも、国内では建設業や不動産業が資金調達難による経営破

綻が相次いでおり、経済不況の煽りから住宅投資の低迷、折からの改正建築基準法による審査の厳格

化に伴い新築着工件数の減少となったことなどが売上の減少に重要な影響を与える要因となってお

ります。

　当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、強みである地域に密着した事業活動により培われ

たノウハウを提供することによって既存営業ルートはもちろん、新規営業ルートへのアプローチを

もって販売チャネルを広げることに注力してまいります。

　なお、当第３四半期会計期間につきましては、経済不況の煽りから賃貸マンション市況の低迷などに

より低調な結果に終わりました。今後は、主力の賃貸マンション建設で培ったノウハウを最大の武器

に、引き続き受注獲得に邁進してまいります。

　また、地域に密着した事業活動によるエリアマーケティングをもって採算性の合う用地の仕入れ及

び利益率の低下を抑えるために徹底したコスト管理も図ってまいります。

　

(7)　経営者の問題意識と今後の方針について

当社の経営陣は、現在の事業環境に沿った経営方針を立てておりますが、当第３四半期会計期間が

低調なことから、その環境は不安定さを増すばかりであり、当社の取り巻く環境はいっそうの厳しさ

を増すものと考えております。

　今後もまた、事業環境の変化に合わせて、硬直化させないために、適宜に経営方針を見直して経営戦

略を打ち出し、事業展開を図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期会計期間末に計画中であった、ウィークリーマンション（ＳＥＥＤ ｉｎ ＫＹＯＴＯ堀

川）の新設につきましては、平成20年10月に完了いたしました。客室は15室となっております。 

また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000

計 40,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,300 12,300
大阪証券取引所
（ヘラクレス）

単元株制度を採用していないた
め、単元株式数はありません。

計 12,300 12,300 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとお
りであります。

第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数 784個 （注）１,３,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株制度を採用していないため、単元株式数はあり
ません。

新株予約権の目的となる株式の数 784株　（注）３,４

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり183,000円　（注）３

新株予約権の行使期間 平成16年10月１日～平成21年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　１株当たり183,000円　（注）３
資本組入額　１株当たり 91,500円　（注）３

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時におい
ても、当社の取締役・監査役・従業員の地位にあるこ
とを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等、
その他正当な理由のある場合はこの限りではない。 
　その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役
会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたも
のとの間で締結する「新株予約権割当契約」で定める
ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、買入、その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

 ２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に 
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 より生ずる千円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   １
　　　　　　  調整後払込金額＝調整前払込金額 × ──────────
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   分割・併合の比率

          また、株式の分割及び時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に　

　　 　　　 より払込金額を調整し、調整により生ずる千円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   新規発行株式数×１株当たり払込金額           　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 既発行株式数＋──────────────────　　　　　　　　　　　　　　　　　
              調整後払込金額＝調整前払込金額×　　　　　　　　     分割・新規発行前の株価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ──────────────────────────　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

 ３　平成17年７月25日開催の取締役会決議に基づき、平成17年11月22日をもって１株を２株に分割いたしまし 

 た。これにより、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数並びに新株予約権の行使持の払込金 

 額、株式の発行価額及び資本組入額が調整されております。

 ４　20名退職等により、新株予約権の数158個と新株予約権の目的となる株式の数158株は失権しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ─ 12,300 ─ 260,782 ─ 226,282

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、当社は取締役会決議により平成20年11月14日に自己株式を取得し、大

株主となった見込みでありますが、株主名簿の記載内容については確認できておりません。

　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

株式会社シード 京都市山科区椥辻中在家町８番地１ 920 7.48
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　12,300 12,300 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 12,300 ― ―

総株主の議決権 ― 12,300 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高(円) 90,000104,00078,50072,10071,00050,00043,50043,90043,200

最低(円) 58,10063,00071,10067,10051,00040,00023,00035,00036,400

(注)　株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年

建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)の四

半期財務諸表について、清友監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 633,048 378,666

完成工事未収入金 31,128 487,522

不動産事業未収入金 4,867 3,353

有価証券 － 40,104

販売用不動産 ※2
 1,314,276

※2
 1,441,268

未成工事支出金 319,868 325,448

仕掛販売用不動産 658,861 906,636

原材料 60 230

商品 － 343

その他 95,263 116,774

貸倒引当金 △314 △42

流動資産合計 3,057,059 3,700,305

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 1,621,916

※2
 1,632,792

その他（純額） ※2
 413,941

※2
 382,450

有形固定資産合計 ※1
 2,035,857

※1
 2,015,242

無形固定資産 9,027 10,659

投資その他の資産

その他 302,664 211,667

貸倒引当金 △8,872 △9,572

投資その他の資産合計 293,792 202,094

固定資産合計 2,338,678 2,227,997

資産合計 5,395,737 5,928,302

負債の部

流動負債

工事未払金 222,583 360,261

不動産事業未払金 6,388 13,257

短期借入金 611,469 922,268

1年内償還予定の社債 260,000 260,000

未払法人税等 304 5,599

賞与引当金 14,700 33,000

店舗閉鎖損失引当金 82,527 121,819

その他 414,502 448,667

流動負債合計 1,612,476 2,164,874

固定負債

社債 750,000 780,000

長期借入金 1,084,136 1,003,335

退職給付引当金 26,301 27,240

その他 525,998 491,362

固定負債合計 2,386,435 2,301,937

負債合計 3,998,912 4,466,812
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 260,782 260,782

資本剰余金 226,282 226,282

利益剰余金 944,721 973,834

自己株式 △34,960 －

株主資本合計 1,396,825 1,460,898

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － 591

評価・換算差額等合計 － 591

純資産合計 1,396,825 1,461,489

負債純資産合計 5,395,737 5,928,302

EDINET提出書類

株式会社シード(E00302)

四半期報告書

13/24



(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 3,023,381

売上原価 2,591,911

売上総利益 431,469

販売費及び一般管理費 ※1
 441,373

営業損失（△） △9,903

営業外収益

受取利息 700

受取配当金 0

受取手数料 841

有価証券償還益 888

その他 829

営業外収益合計 3,259

営業外費用

支払利息 35,394

その他 6,792

営業外費用合計 42,186

経常損失（△） △48,830

特別利益

店舗閉鎖損失引当金戻入額 9,330

前期損益修正益 ※2
 7,835

その他 1,491

特別利益合計 18,657

特別損失

その他 43

特別損失合計 43

税引前四半期純損失（△） △30,216

法人税、住民税及び事業税 2,206

法人税等調整額 △58,659

法人税等合計 △56,452

四半期純利益 26,236
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 1,006,104

売上原価 877,374

売上総利益 128,730

販売費及び一般管理費 ※
 137,624

営業損失（△） △8,894

営業外収益

受取利息 162

受取手数料 248

有価証券償還益 888

その他 198

営業外収益合計 1,497

営業外費用

支払利息 12,336

その他 1,005

営業外費用合計 13,342

経常損失（△） △20,739

特別利益

貸倒引当金戻入額 355

特別利益合計 355

特別損失

店舗閉鎖損失 510

その他 43

特別損失合計 553

税引前四半期純損失（△） △20,937

法人税、住民税及び事業税 425

法人税等調整額 △7,668

法人税等合計 △7,243

四半期純損失（△） △13,694
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △30,216

減価償却費 123,434

貸倒引当金の増減額（△は減少） △427

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,300

退職給付引当金の増減額（△は減少） △939

店舗閉鎖損失引当金戻入額 △9,330

受取利息及び受取配当金 △700

支払利息 35,394

有価証券償還損益（△は益） △888

たな卸資産評価損 6,805

売上債権の増減額（△は増加） 454,880

たな卸資産の増減額（△は増加） 432,894

未収消費税等の増減額（△は増加） 14,622

差入保証金の増減額（△は増加） △372

仕入債務の増減額（△は減少） △144,546

未払消費税等の増減額（△は減少） 20,395

未成工事受入金の増減額（△は減少） △38,900

預り保証金の増減額（△は減少） 31,610

その他 △53,264

小計 822,151

利息及び配当金の受取額 852

利息の支払額 △26,844

法人税等の支払額 △5,506

営業活動によるキャッシュ・フロー 790,652

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △223,811

定期預金の預入による支出 △26,955

定期預金の払戻による収入 60,000

有価証券の償還による収入 40,000

その他 621

投資活動によるキャッシュ・フロー △150,146

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,150,000

短期借入金の返済による支出 △1,450,000

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △229,998

社債の償還による支出 △30,000

自己株式の取得による支出 △34,960

配当金の支払額 △55,121

財務活動によるキャッシュ・フロー △350,079

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 290,425

現金及び現金同等物の期首残高 304,028

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 594,454

EDINET提出書類

株式会社シード(E00302)

四半期報告書

16/24



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　

当第３四半期会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

（会計方針の変更）

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）　を
第１四半期会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）に変更しております。
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期累計期間の売上総利益、営業利益、経常利益及び税
引前四半期純利益が6,805千円それぞれ減少しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　
　　当第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　　　該当事項はありません。

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
　　当第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　　　該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律　平成20年４月30日　法律第23号）に伴い、法定耐用年数
及び資産区分が見直されました。これにより、当社の機械装置については、従来耐用年数を17年としておりまし
たが、第１四半期会計期間より10年に変更しております。
なお、当該変更に伴う損益に与える影響は、軽微であります。

（保有目的の変更）

　保有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振り替えております。その内容は以下の通りで
あります。

　　　　建物　　　　　　　　　　　　61,645千円
　　　　構築物　　　　　　　　　　　 1,717千円
　　　　工具器具及び備品　　　　　　　　22千円
　　　　土地　　　　　　　　　　　 138,419千円
　　　　　　計　　　　　　　　　　 201,805千円
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　373,100千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　409,523千円

※２　担保資産

担保に供されている資産について、事業の運営
において重要なものであり、かつ、前事業年度の末
日に比べて著しい変動が認められるもの

※２　担保資産

 

      　販売用不動産　　　　　836,235千円

　　　　建物　　　　　　　　1,543,920千円

　　　　土地　　　　　　　　　333,355千円

　　　　　計　　　　　　　　2,713,511千円

      　販売用不動産　　　　　803,655千円

　　　　建物　　　　　　　　1,294,045千円

　　　　構築物　　　　　　　　　1,525千円

　　　　土地　　　　　　　　　198,507千円

　　　　　計　　　　　　　　2,297,734千円

　

(四半期損益計算書関係)

　

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　 役員報酬　　　　　　　　 39,840千円
　　　　 従業員給料及び手当　　　128,292千円
　　　　 法定福利費　　　　　　　 18,766千円
　　　　 賞与引当金繰入額　　　　  7,700千円
　　　　 支払手数料　　　　　　　 46,991千円
　　　　 減価償却費　　　　　　　 17,233千円
　　　　 地代家賃　　　　　　　　 23,225千円
　　　　 租税公課　　　　　　　　 45,618千円
　　　　 管理諸費　　　　　　　　 44,184千円

※２　前期損益修正益

　　　　不動産取得税還付金　　　　7,835千円
　

当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　 役員報酬　　　　　　　　12,930千円
　　　　 従業員給料及び手当　　　32,492千円
　　　　 法定福利費　　　　　　　 3,819千円
　　　　 賞与引当金繰入額　　　　 7,700千円
　　　　 事務用品費　　　　　　　10,182千円
　　　　 支払手数料　　　　　　　17,958千円
　　　　 減価償却費　　　　　　　 5,612千円
　　　　 地代家賃　　　　　　　　 7,666千円
　　　　 管理諸費　　　　　　　　16,849千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 633,048千円

預入期間が３か月超の定期預金 △38,594千円

現金及び現金同等物 594,454千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20

年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 12,300

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 920

　

　

３　新株予約権等に関する事項

目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期会計期間末残高

(千円)

普通株式 ─ ─

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月20　
日定時株主総会

普通株式 55,350 4,500平成20年３月31日 平成20年６月23日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当第３四半期累計期間における剰余金の配当については、「４　配当に関する事項」に記載しており

ます。

また、平成20年11月14日付で、大阪証券取引所のＪ－ＮＥＴ市場から自己株式920株を取得したこと

により、自己株式が34,960千円増加しております。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認め

られないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

　当第３四半期会計期間末(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有

価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額に前事業年度の末日に比べて著しい変動が見られま

す。

　

区分 取得原価(千円)
四半期貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

債券

　国債・地方債等 39,112 ─ △39,112

計 39,112 ─ △39,112

(注)　時価のあるその他有価証券の減少額は、国債の満期償還によるものであります。

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

122,743円 118,820円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,396,825 1,461,489

普通株式に係る純資産額(千円) 1,396,825 1,461,489

普通株式の発行済株式数(株) 12,300 12,300

普通株式の自己株式数(株) 920 ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(株)

11,380 12,300

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失

第３四半期累計期間

　
当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 2,161円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─　円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 26,236

普通株式に係る四半期純利益(千円) 26,236

普通株式の期中平均株式数(株) 12,139

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

─
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第３四半期会計期間

　
当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △1,158円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─　円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在せず、１株当た

り四半期純損失であるため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △13,694

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △13,694

普通株式の期中平均株式数(株) 11,820

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

─

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　

第16期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年９月16日開催の

取締役会において、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

株式会社シード

取締役会　御中

　

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　平　　岡　　彰　　信　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　野　　雄　　介　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シードの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第16期事業年度の第３四半期会計期間(平成20

年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シードの平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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